
証券コード 9432 

 

 

日本電信電話株式会社 

会社説明会 

 
2017年7月 



Copyright©2017 日本電信電話株式会社 -2- 

 

本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記

述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・事実認

識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。 

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために

不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。将来の予測及び

将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不確実性及び今後の事業

運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性に照らし、現実の業

績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説明会におけるご説明に含まれ

る予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異なる可能性があります。 

 
※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。 
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   ・グローバル・クラウド事業 

   ・2020に向けて 

-3- 

   ・直近の業績 



Copyright©2017 日本電信電話株式会社 

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

NTT株のパフォーマンス(直近10年間) 

NTT 

日経平均 

2015年5月 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして2.0」を公表 

※ 株価は2017年6月30日時点 -4- 

2012年11月 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして」を公表 

2007年4月 2017年6月 
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配当金と配当性向の推移 

（年度） 
2017（予定） 2003 

25 

150 

配
当
性
向 

円 

円※ 

6倍 

36％ 

7期連続増配 

12％ 
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配当利回り 

高い配当利回り 

※1 財務省公表「国債金利情報」（2017年6月30日）を基に算出 
※2 2017年6月30日時点の株価情報を基に算出 
※3 数値は2017年5月15日公表の業績予想ベース、株価は2017年6月30日時点の終値（5,310円）を基に算出 

NTT株 

配当利回り 

2.8％ 

日本国債10年利回り 

0.09％ 

東証１部平均  
配当利回り 

1.7％ 

＜ ※3 

※1 

※2 
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累計3.3兆円の自己株式取得 

自己株式取得の推移 

1999 
（年度） 

2016 

1,200 
862 

1,000 

3,665 

5,394 

944 

2,000 

3,817 

1,500 

4,065 

3,381 

936 

3,741 

-7- 

（億円） 
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2016年度 期末決算の概況 

（億円） 

※ 当期純利益は、当社に帰属する当期純利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております 

2016年度 

実績 2015年度 

実績 

2017年度 

業績予想 
対前期増減額 対前期増減率 

営 業 収 益 113,910 ▲1,500 ▲1.3% 115,410 117,500 

営 業 費 用 98,512 ▲3,416 ▲3.4% 101,928 101,600 

営 業 利 益 15,398 +1,916 +14.2% 13,481 15,900 

当 期 純 利 益 ※ 8,001 +624 +8.5% 7,377 8,300 

E P S 390.94 +40.60 +11.6% 350.34 414.00 
（ 円 ） 

-9- 
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直近の業績推移 

350 

237 255 
215 

営業収益（兆円） EPS（円） 

2013 2014 2015 

11.5 
11.1 10.9 10.7 

2012 2016 
（年度） 

11.4 
391 

2017 
（予定） 

11.8 

2013 2014 2015 2012 2016 
（年度） 

2017 
（予定） 

414 

-10- 
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その他 
グループ会社 

長距離・ 
国際通信事業 

データ通信事業 その他の事業 

100％
※ 

 
 

地域通信事業 
不動産事業 
金融事業 

建築・電力事業 
 

営業収益 

営業利益 

従業員数 

33,082 億円 

3,595 億円 

68,250 名 

21,293 億円 

408 億円 

43,850 名 

17,187 億円 

1,079 億円 

111,650 名 

12,823 億円 

773 億円 

24,350 名 

 
 

移動通信事業 

45,846 億円 

9,516 億円 

26,750 名 

※ 2016年度 各セグメントの営業収益および営業利益は、セグメント間取引を含む 

売上高    
従業員数 

: 11.4 兆円 

: 274,850名 

【証券コード9432】 

【証券コード9437】 【証券コード9613】 

NTTグループの体制 

国内事業 海外事業 

※記載の数字は主要子会社に対する議決権比率（2017年3月末現在） 

100％
※ 100％

※ 100％
※ 54.2％

※ 66.7％
※ 

-11- 

http://www.ntt-east.co.jp/


Copyright©2017 日本電信電話株式会社 

事業構造の転換 

1986 

5.4兆円 

2016 

11.4兆円 

電話サービスの展開 
移動・ブロードバンドへの移行 
グローバル・クラウドの拡大 

10.8兆円 

2000 

売上高 

音声 82％ 

（4.4兆円） 

音声 18％ 

（2.1兆円） 

IP系・パケット 

33％ 

（3.8兆円） 

73％ 

SI 27％ 

（3.0兆円） 

営業利益 

0.80兆円 
0.83兆円 

1.54兆円 

（年度） 

-12- 
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目標年度 

EPS成長 

海外売上高 
海外営業利益 

設備投資 
（国内ネットワーク事業） 

コスト削減 
（固定/移動アクセス系） 

中期経営戦略 

2015年5月発表 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 2.0」 

2017年度 

400円以上 

220億ドル 

15億ドル 

▲2,000億円以上 
[対2014年度] 

▲8,000億円以上 
[対2014年度] 

-13- 
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日本のブロードバンドアクセスサービス 

（出典）総務省公表値 2016年12月末時点 

FTTH 約2,900万 

DSL 約290万 

CATV 約690万 

NTT東西 
（卸含む） 

約1,990万 

NTTシェア 

約69% 

NTTドコモ 
約7,360万 

NTTシェア 

約46％ 

K社シェア 
30％ 

S社シェア 
24％ 

約96万 

（契約） 

（契約） 

携帯電話 約1億6,070万 

1.5億 

1.0億 

0.5億 

0 

1,000万 

2,000万 

3,000万 

0 

移動 固定 

-15- 
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兆円 11.4 

2011 2016 

移動 

海外 

営業収益の状況 

安定した10兆円規模の営業収益 

10兆円 

固定 

その他 

※ 上記グラフはセグメント業績（米国会計基準）を基に作成 

（年度） 

-16- 
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兆円 1.54 
1兆円以上の利益創出 

営業利益の状況 

移動 

その他 

固定 

1兆円 

（年度） 

2011 2016 
※ 上記グラフはセグメント業績（米国会計基準）を基に作成 -17- 
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設備投資の効率化 

▲ 2,000億円以上  

2015 2017 
（目標） 

2014 

設
備
投
資
額
（
連
結
） 

※ コミュニケーションズのデータセンター等を除く 

（国
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
） 

設
備
投
資
額 

（年度） 

11,930
億円 

14,000
億円 13,000

億円 12,600
億円 

2016 2017 
（業績予想） 

12,000
億円 

目標達成 
（見込） 

-18- 
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コスト削減 

2015 
（年度） 

2017 
（業績予想） 

固定/移動アクセス系で8,000億円以上削減 

2016 

▲4,140
億円 ▲6,540 

億円 

2017 
（目標） 

▲8,300 
億円 

▲8,000
億円以上 

目標達成 
（見込） 

※ 減価償却方法の見直し影響を除く 
-19- 
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ドコモ お客様還元の強化 

● 「シニア特割」 

●「カケホーダイライトプラン」 
  Sパックに適用拡大 

● 「ドコモの学割」 

● 「ドコモ 子育て応援プログラム」 

● 「ウェルカムキャンペーン」 

● 「カケホーダイライトプラン（ケータイ）」 
● 「ケータイパック」     ● 「ウルトラパック」 ・ 「ウルトラシェアパック」 

    ● 選べる2つのコースの新設 
    ● 「ずっとドコモ割」拡充 ・ 「更新ありがとうポイント」 

● 「シェアパック5」  
● 「カケホーダイライトプラン」  
   シェアパック5、10に適用拡大 

新料金プラン 
提供開始 

新料金プランの 
充実 

通話利用の 
少ないお客さま 

ご利用の少ない 
お客さま 

長くご利用の 
お客さま 

ご利用の多い 
お客さま 

ドコモケータイを 
ご利用のお客さま 

子育て中の 
お客さま 

若者層の 
お客さま 

シニア層の 
お客さま 

ご利用の少ない 
お客さま 

-20- 
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「光コラボレーションモデル」 

 

フレッツ光 

光サービス卸 

自社サービス 
ワンパッケージ 

での提供 

新たな 
価値創造 

光サービス小売 

光サービス 

サービス事業者 
 

お客様 
 

お客様の 
利便性の向上 

NTT東日本 
NTT西日本 

光サービス事業者 約520社 

※1  2017年4月末時点 
※2  2017年3月末時点 

契約数 約870万契約 
※1 ※2 
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ドコモ光 

'15.3Q '16.3Q

（万契約） 340 

157 

2015 2016 
（年度） 

-22- 
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サーバ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

 ＩＴ設備の「所有」から クラウドによる「利用」へ 

クラウド利用で設備不要・端末も自由 

クラウドとは 

-24- 
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グローバルICT市場規模 

ICT 

クラウド 

（兆円） 

（出典）総務省 情報通信白書 

※ 日本円は110円/ドルのレートで算定 

（年） 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 

202 
213 

230 
247 

265 
281 

6.6 
10.2 

13.5 
17.5 

22.1 
26.6 

-25- 
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グローバル・クラウドビジネス推進体制 

フルスタック＆フルライフサイクル 
インフラからアプリケーションまで、コンサルティングから保守・運用まで 

アドバイザリー 
サービス 

移行 
サービス 

運用 
サービス 

マネジメント 
サービス 

クラウドサービス 

サ
ー
ビ
ス
レ
イ
ヤ
ー 

ユ
ー
ザ
企
業 

サ
ー
ビ
ス
レ
イ
ヤ
ー 

アプリケーション 
ソリューション 

マネージドICT 

データセンター 
ネットワーク 

     R&D 
-26- 
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グローバル企業への転換 

サービス提供：196の国・地域 

全従業員の約40％が海外で勤務 

※ 2016年度末時点 

アメリカ大陸 
（8カ国） 

日本 

アジア 
太平洋地域 

（20カ国） 

欧州・中東   
アフリカ 
（50カ国） 

3.9万人 

3.9万人 

16.4万人 

3.3万人 

-27- 
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主なクラウドサービス受注実績 

AMERICAS 

2013.1Q 

米 テキサス州交通局 
 ｸﾗｳﾄﾞ移行、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発・保守運用 
 ＩＴＯ・総合ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 

2013. 4Q 

ヘルスケアメーカー 
 ＥＲＰ等のｸﾗｳﾄﾞ移行 
 ＩＴＯ 

2013. 4Q 

重工業メーカー 
 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築 
 ＩＴＯ 

EMEA 日本 

2013. 3Q 

全日空 
 UCaaS（ｸﾗｳﾄﾞ型ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ） 
    の構築・運用 

APAC 

2013. 2Q 

May Bank 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-ｻｰﾋﾞｽの提供 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-内機器の調達・構築 

2014. 4Q 

酪農業 
 ｸﾗｳﾄﾞ移行 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-ｻｰﾋﾞｽの提供 

2014. 1Q 

英国財務省 
 ｸﾗｳﾄﾞ移行、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築 
 ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗ構築 

2014. 2Q 

金融機関  
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-ｻｰﾋﾞｽの提供 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-内機器の調達・構築 

2015. 1Q 

医療機器メーカー  
 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｸﾗｳﾄﾞ移行  
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰｻｰﾋﾞｽの提供  

2015. 4Q 

金融機関 
 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ 
 ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾌﾟﾛｾｽ ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ 

2015. 1Q 

医療機関 
 ＩＴＯ 
 ﾈｯﾄﾜｰｸ機器の調達・構築 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-ｻｰﾋﾞｽの提供 

2015. 4Q 

製造業 
 ｸﾗｳﾄﾞ・ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 
 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｸﾗｳﾄﾞ移行 

2016. 1Q 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ﾋﾞｸﾄﾘｱ州交通局 
 交通系ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑ開発・運用 

2015. 4Q 

HEIDELBERGER DRUCKMASCHINEN AG社 
（製造業）  

 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの提供 
 ＩＴＯ 

2016. 1Q 

ReAssure 社 
 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ-ｻｰﾋﾞｽの提供 
 ＩＴＯ・総合ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 

-28- 
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海外売上高/営業利益 

※1 買収に伴う無形固定資産の償却費等、一時的なコストを除いた営業利益 

売上高 

220億ドル 

（約2.4兆円） 

2014 2015 

売上高 

156億ドル 

（約1.7兆円） 

売上高 

150億ドル 

（約1.6兆円） 

営業利益※1 

6.7億ドル 

（約740億円） 

2016 

売上高 

169億ドル 

（約1.9兆円） 

2017 
（業績予想） 

売上高 

196億ドル 

（約2.2兆円） 

営業利益※1 

6.9億ドル 

（約760億円） 

営業利益※1 

7.9億ドル 

（約870億円） 

営業利益※1 

12億ドル 

（約1,320億円） 

営業利益※1 

15億ドル 

（約1,650億円） 

2017 
（目標） 

※2 日本円は110円/ドルのレートで算定 

（年度） 
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B2B2Xモデルへの取組みの狙い 

ライフスタイル 
変革 

社会的課題の 
解決 

B B X 
会員 

視聴者 

製造現場 
店舗 

NTTグループ 

パートナー 
× 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

メイン 
プレイヤー 

サービス提供者 

・
・
・ 

新サービス 
（付加価値） 

AI, 
IoT 

ビッグ 
データ等 

B2B2Xビジネスの拡大 

-31- 



Copyright©2017 日本電信電話株式会社 

B2B2Xモデルの主な取組み 

2016.4～ 

歌舞伎とICTの融合による
新たな感動体験 

2016.6～ 

2016.7～ 
IoTによる工場での製造・生産の最適化 

2016.7～ 
スタジアムのスマート化、新たな視聴体験 

2016.7～ 

札幌市ICT活用 
プラットフォームを 
通じたICTまちづくり 

2016.5～ 

ICTによる新たな観戦体験 

2016.9～ 
生体情報を組合わせた安全 
運転管理ソリューション 

2016.11～ 
重要インフラの安心・安全な運用 

2017.1～ 
リアル店舗連携のデジタル広告、 
駅構内ナビゲーション 

2017.2～ 
ウェアラブル生体センサを 
用いたリハビリ効率の向上 

2017.3～ 
コネクティッドカー分野での技術開発･検証 

ｴﾝﾀﾒ 

農業 

製造 

ｽﾎ゚ ﾂー 

観光 

ｽﾎ゚ ﾂー 

交通 

ｲﾝﾌﾗ 

交通 

ﾍﾙｽｹｱ 

自動車 

DAZN 

AI・IoTによる農業・水・環境ソリューションの高度化 
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B2B2Xモデルの取り組み状況（松竹株式会社） 
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ビッグデータ 
トラック 

・走行スピード 

・選手の位置 

・選手間の距離 

B2B2Xモデルの取り組み状況（Le Tour de France） 
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B2B2Xモデルの取り組み状況（SMART STADIUM） 

Jリーグ、DAZN、NTTグループ 「スマートスタジアム事業」 協業契約締結 

～スタジアム・ホームタウンの ICT 化で、日本のスポーツ界に新たな感動と体験を～  

NTTグループの強み（Jリーグへの貢献） 

スマートスタジアム化の目的 

 

1.最新技術を使った新たな映像サービスと観戦スタイル 

2.スポーツを契機としたデジタルマーケティング 

顧客リーチ 
 

モバイル７千万などの幅広い顧客基盤 

情報通信サービス 
モバイル／Wi-Fi／光ブロードバンド、 

映像配信システム、ビック・データ 

地域リレーション 
 

全国の拠点・地域密着、歴史とブランド 

提供価値 

-35- 



Copyright©2017 日本電信電話株式会社 

IoTにより製造・生産の最適化を実現するファナックの 
「FIELD system」のサービスインに向けた協業に合意 

～エッジコンピューティング技術とICT基盤をNTTグループ全体で提供サポート～  

協業の目的 

 

1. 製造業の現場で使用される各種機器をネットワークで接続 

2. 収集したデータを解析し、工場内の課題を解決 

エッジコンピューティング 
 

• 通信遅延短縮 
• トラフィック軽減 

ネットワーク・データセンター 
 

• グローバルにカバーできるＩＣＴ基盤 
 

ビックデータ分析力 
 

• 豊富なデータ解析技術 
• コンサルティング力 

狙い 

NTTグループの強み 

Big 
Data 

B2B2Xモデルの取り組み状況（ファナック株式会社） 

-36- 



Copyright©2017 日本電信電話株式会社 

※KSAS：クボタの営農支援システム 

先端技術の提供 
（故障検知等のＡＩ技術、 

ロボット連携 他） 

センシングデバイス 
ＩｏＴネットワークの提供 

データ処理・蓄積基盤 
セキュリティ技術の提供 

気象・収穫予測技術 
高精細地図等の提供 

世界的な農業機械メーカーのクボタと農業、水・環境分野で協業し、
農業の競争力向上や快適な生活環境創造の実現を目指す 

B2B2Xモデルの取り組み状況（株式会社クボタ） 
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・ウェア型生体センサーから取得する運転手の情報と、車載器から収集する車両の 
 挙動情報等を分析 
・運転手へ休憩を促し疲労等による運転事故を防ぐなど、安全な運行管理をサポート 

運行管理者 

車両（バス、トラック等） 運行司令室 
運転手 

運転手・車両挙動総
合分析結果 

生体情報分析結果 

・運転手への指示 
・車両運行管理の 
 安全性改善 など 

API 
GW 

車両挙動データ 

機能素材hitoe ® 

IoTデータ活用・ 

生体情報分析基盤 

B2B2Xモデルの取り組み状況（SAP SE） 
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本日のまとめ 

 配当利回り 2.8％ 

株主還元は今後も充実 

 国内ネットワーク事業は安定的に 
 利益・キャッシュを創出 

 グローバル・クラウド事業は利益を拡大 

 B2B2Xモデルへの転換・収益化 
-39- 
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Next Value Partner 
for 

by 

Transformation 
of  Business models and Lifestyle 

Trusted Solutions 
of Global, Secure, End-to-end,  
      and Full-line ICT services 
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